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新たな計画策定の基本的な考え方 

（１）計画策定の趣旨 

農業を取り巻く情勢は、高齢化や担い手の減少、食の安全・安心に対する消費者の関心の

高まり、日 EU・EPAや TPP11 の大筋合意など農業を大きく左右する要因が数多く存在してお

ります。特に高齢化や担い手の減少が長く続いていることで、食料供給力の低下に歯止めが

かからない状況となってきており、国もそれに対応すべく農家の体質強化を図るため、経営

所得安定対策事業の運用を一部見直し、収益力向上を追加の要件とするなど、農業施策の転

換を図ってきております。また、近年は労働力不足があらゆる業界で顕在化してきておりま

す。 

   このように、目まぐるしく変化する情勢でありますが、本市では課題に的確に対応し、環

境に配慮しながら将来にわたり良質な食料を安定供給できる豊かな田園都市の実現をめざ

すため、平成 20 年 12月に「富良野市農業及び農村基本条例」(以下「基本条例」という。)

を制定、平成 21年 3 月に「第一次富良野市農業及び農村基本計画」、平成 26年 3月には「第

二次富良野市農業及び農村基本計画」を策定し、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために、基本条例の条項に沿って中期的な施策の目標や内容を明らかにし

てきております。 

   今回の策定する新たな「第三次富良野市農業及び農村基本計画（以下「基本計画」とい

う。）」も同様に、市農政推進の指針となるだけでなく、関係機関・団体、生産者、消費者等

の各主体が情報を共有し、それぞれの役割に応じて、主体的に取り組みを進める上での共通

の指針となるものと考えています。 

 

（２）計画の位置づけ 

   この基本計画は、富良野市農政全体の基本的な方向や重要な施策を示すものであり、基本

条例第９条の規定に基づき策定しています。農業関連計画の中で最上位に位置し、「富良野

市総合計画」の部門計画として位置付けます。 

   また、この計画は、国の「食料・農業・農村基本計画」、北海道の「第５期北海道農業・

農村振興推進計画」の趣旨を踏まえるとともに、本市の各種計画との整合性を保つものです。 

 

（３）計画期間 

   平成 31年度から平成 35 年度までの 5 カ年間とします。 

   社会経済情勢の変化などにより、この計画の推進に大きな影響がある場合には、市民から

のパブリックコメントや富良野市農政審議会等の意見を聞いて、計画の見直しなど必要な

措置を行います。 

 

（４）計画の推進体制 

計画の推進にあたり市は、農業者、農業団体の主体的な取組みを基本に、市民、事業者並

びに国、道その他の機関と連携・協力し、「環境に配慮し将来にわたって良質な食料を安定
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供給する豊かな田園都市」をめざすものとします。 

   この計画を着実に推進するため、市が実施する施策、事業を計画的、効果的に推進すると

ともに、その結果や効果を検証し、必要に応じて基本計画を見直す、いわゆるＰＤＣＡサイ

クルの考え方により進行管理を行います。 

 

     （参考）ＰＤＣＡサイクル 

 

    

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）基本理念 

   今回策定した基本計画を着実に推進するためには、基本条例第３条に定めた基本理念を

市、農業者をはじめ市民全体が共通の認識とすることが重要になります。 

  ・基本理念① 

本市農業は、優良な農地、農業資源及び担い手を適切に確保し、地域特性を踏まえた望

ましい農業構造を確立し、将来にわたり持続的な発展を図ることで、多様化する需要に即

した良質な食料を安定的に供給するとともに、食料自給率の向上に貢献するものとしま

す。 

  ・基本理念② 

農村は、農業者を含めた地域住民の生活の場で農業が営まれることにより、農業の持続

的な発展の基盤として役割を果たすものであるので、農畜産物の供給機能及び国土の保

全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面にわたる機能が適切かつ

十分に発揮されるよう、生産条件及び生活環境の整備その他の福祉の向上が図られなけ

ればなりません。 

 

（６）計画を推進するための関係者の責務と役割   

１項 市の責務（条例第４条） 

    市は条例に規定する基本理念にのっとり、農業及び農村に関する総合的な施策を推進

する責務を有するものとしました。 

DO 

（事業実施） 

 

Plan 

（計画） 

 

CHECK 

（検証） 

ACTION 

(見直し) 

目標 

達成 
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    市は、農業及び農村に関する施策を講ずるときは、国及び北海道との適切な役割分担を

踏まえて、市の区域の特性に応じた施策を策定し、実施する責務を有します。 

    市は、農業及び農村に関する施策への市民理解を促進するための啓発活動その他必要

な措置を講ずるものとしました。 

２項 農業者の責務（条例第５条） 

    農業者は自らが農村におけるまちづくりの重要な役割を担っていることを認識し、農

業及びこれに関連する活動を行うにあたっては基本理念の実現に主体的に取り組むよう

努めるとともに、市が実施する施策に協力するものとします。 

３項 農業団体の責務(条例第６条) 

    農業団体は、農業及び農村に関連する活動を行うにあたっては、基本理念の実現に主体

的に取組むように努めるものとします。 

    また、専ら農業を営む者及び経営意欲のある農業者が効率的かつ安定的な農業経営が

できるよう生産、流通その他必要な施策を講ずる責務を有することとします。 

４項 市民の役割（条例第７条） 

    市民は、農業及び農村が市民生活に果たしている役割について理解を深め、多面的機能

の維持活動への参画、地域で生産される農畜産物の積極的な消費に努めるとともに、市が

実施する施策に協力するものとします。 

５項 事業者の役割（条例第８条） 

    事業者は、基本理念にのっとり農業及び農村の発展に積極的に協力するものとします。 

    また、食料の加工、流通及び販売に携わる事業者は、地域で生産された農畜産物を積極

的に使用し、又は、活用するよう努めるとともに、市が実施する施策に協力するものとし

ます。 
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この条例は、農業及び農村に関する基本理念、その実現に必要な基本的施策、市、農業者、農業団体の責務、

市民及び事業者の役割を定め、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、環境に配慮し将来に

わたり良質な食料を安定供給する豊かな田園都市を実現し、市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

目的（第１条） 

 

①望ましい農業構造を確立し、良質な食料を安定的に供給し、食料自給率の向上に貢献する。 

②農業生産条件及び生活環境の整備その他の福祉の向上を図り、農業生産の基盤である農村を維持・振興する。 

基本理念（第３条） 

関係者の責務、役割（第４条～８条） 

①市の責務   ・総合的かつ計画的な施策の推進 

・国、道との役割分担を踏まえ、市の区域の特性に応じた施策の実施 

②農業者の責務  ・農村におけるまちづくりの重要な役割を担うこと 

・施策への協力 

③農業団体の責務 ・基本理念の実現に主体的に取組む 

・経営意欲のある農業者が効率的かつ安定的な経営ができるよう必要

な施策を講じること 

④市民の役割   ・農業及び農村に関する理解を深めること、多面的機能の維持活動へ

の参画、地元産農畜産物の積極的な消費に努めること 

         ・施策への協力 

⑤事業者の役割  ・農業及び農村の発展に積極的に協力すること 

・地域で生産された農畜産物を積極的に使用又は活用すること 

・施策への協力 

 

・基本計画の期間は概ね 5年 

・基本計画に掲げる事項 

  ①施策についての基本的方針 

  ②主な施策及び目標 

・施策についての基本的な事項 

  各種の施策相互の有機的な連携を図りつつ施策の策定

及び実施を総合的かつ計画的に行うこと。 

・基本的施策 

  ①農業の持続的発展に関する施策 

  ②農村の維持及び振興に関する施策 

  ③農畜産物の安全及び安心を確保するための施策 

 

・市長の諮問に応じ、基本計画の

策定、施策の実施状況及び変

更に関することや農政に関す

る重要な事項についての調査

審議 

基本的施策（第９条～13条） 農政審議会（第 14～19条） 

〈富良野市農業及び農村基本条例の概要〉 


